
Ⅴ．主要な業務に関する事項

　１．直近の事業年度のおける事業の概況

   (1)　業　績

貯金増強および基盤拡大を目指して取組んできました。

その結果、年度末残高は７０３億円となり、計画対比９８．３％、期首比７．２億円の

伸びとなりました。

　貸出金については、組合員の土地有効活用や住宅ローンを中心に対応してきましたが

貸出金残高は２７６億円となり、計画対比８６．１％、期首比３５億円の減少となり、貯貸率

は３９．３％となりました。

　   ①　貯　金

　　　②　貸出金

貯金の年次別推移
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（単位：百万円）

貸出金の年次別推移
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　ＪＡ共済は利用者の総合保障確立を図るため普及推進活動を展開して参りました。

　その結果、長期共済は新契約目標２９８億円に対し３０８億円（達成率１０３％）と大幅な

実績を挙げることが出来ました。また、個人年金のニーズが高まる中、年金共済も１．６

億円の目標に対して、１．８億円（達成率１０６％）の実績となり利用者の保障拡大に寄与

しました。しかし、長期共済の保有高は３，５３６億円となり前年比１３４億円の減少となり
ました。

購買事業の基盤である予約購買を中心に供給高の伸長を図りましたが、思うような活動

が出来ずに課題を残しました。

　　　③　共済事業

　　④　購買事業

長期共済保有高の年次別推移

396,634 395,365

380,813

367,034
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（単位：百万円）

購買品供給高の年次別推移
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　　　⑤　販売事業

極的な野菜供給を行いました。（８品目から１１品目へ増加）

　農畜産物全体の販売額は、１２億７９５６万円で前年対比１０８．９％となり、品目別構成で

見ると野菜全体が３６．９％、米が１２．８％、畜産１７．５％、林産６．０％、大地の恵み

２４．３％となっています。

　新鮮で安全･安心な農産物の生産として共同販売組織を対象にエコファーマー（減農薬・

減化学肥料）の取組みを行いました。また共同販売の１つの取組みとして学校給食への積

販売品販売高の年次別推移
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（単位：百万円）
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２．直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標

(1) 直近５年間の主要な経営指標
（単位：百万円、人、％）

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １7年度
5,732 5,400 5,151 4,948 4,571

信用事業収益 1,496 1,340 1,227 1,092 984
共済事業収益 649 641 619 614 612
購買事業収益 1,748 1,675
販売事業収益 1,309 1,250
その他の収益 530 494
農業関連事業収益 2,237 2,112 2,058
その他事業収益 1,068 1,130 917

116 100 92 127 129
93 63 52 59 　　△482

1,059 1,072 1,083 1,090 1,112
（出資口数) (1,058,889) (1,071,991) (1,082,893) (1,090,008) (1,112,644)

3,980 4,046 4,098 4,154 4,154
73,061 73,730 74,303 76,026 76,017
66,315 66,773 67,836 69,606 70,325
31,667 31,621 32,585 31,178 27,665
1,003 700 822 995 1,297
10 11 11 11 16

・出資配当の額 10 11 11 11 16
・事業利用分量配当の額 0 0 0 0 0

174 172 162 155 140
12.37 12.06 12.23 12.33 11.75

（注)：当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

（注)：事業区分については、農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業にかかる命令

　有価証券残高

　経　常　収　益

　経　常　利　益
　当期剰余金(注)

　純　資　産　額

　出　資　金

　総　資　産　額
　貯　金　残　高
　貸 出 金 残 高

　　　（信用事業命令)の改正により、平成15年度から新たな区分となっています。

　剰余金配当金額

　職　員　数
　単体自己資本比率
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３．直近の２事業年度における事業の状況を示す指標

(1) 利益総括表
（単位：千円）

　資金運用収益 1,018,253 923,340
うち預金利息 175,692 218,232
うち有価証券利益 20,194 17,431
うち貸付金利息 822,367 687,677

　役務取引等収益 33,122 30,886
うち為替業務 21,095 21,129
うち代理業務 12,027 9,757
うち保護預り・貸金庫業務 0 0
うち保証業務 0 0

　その他事業直接収益 0 0
うち国債等債券売却益 0 0
うち国債等債券償還益 0 0

　その他経常収益 40,292 29,971

　信用事業収益計 1,091,667 984,197

　資金調達費用 20,226 19,495
うち貯金利息 18,742 18,294
うち給付補填備金繰入 1,423 1,085
うち譲渡性貯金利息 0 0
うち借入金利息 61 116

　役務取引等費用 5,744 5,735
うち為替業務 5,744 5,735
うち資金運用に係るもの 0 0

　その他事業直接費用 33 566
うち国債等債券売却損 33 566
うち国債等債券償還損 0 0

　その他経常費用 121,398 91,740

　信用事業費用計 147,401 117,536

　信用事業粗利益 944,266 866,661
　信用事業粗利益率 1.430% 1.255%
　事業粗利益 1,924,405 1,924,405
　事業粗利益率 2.483% 2.388%
(注)：信用事業粗利益率＝信用事業粗利益÷信用事業資産（債務保証見返を除く）

　平均残高×１００
　　　事業粗利益率＝事業粗利益÷総資産（債務保証見返を除く）平均残高×１００

１６年度 １7年度
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(2) 信用事業平均残高・利回り

平均残高 利息 利回り 利息
(百万円) (千円) （％） (千円)

　資金運用勘定 67,662 1,018,253 1.505 923,343
うち預金 34,376 175,692 0.511 218,232
うち貸出金 31,947 822,367 2.574 687,677
うち有価証券 1,339 20,194 1.508 17,434

　資金調達勘定 69,410 20,227 0.029 19,496
うち貯金・定積 69,405 20,165 0.029 19,380
うち借入金 5 62 1.240 116

　総資金利ざや － － 0.340 －
(注)：総資金利ざや＝資金運用利回り－資金運用原価(資金運用利回り＋経費率）
＊経費率＝信用部門の事業管理費／資金調達勘定(貯金・定期積金・借入金)平均残高

(3) 受取・支払利息の増減額

　受 取 利 息
うち 貸出金
うち 商品有価証券
うち 有価証券
うち コールローン
うち 買入手形
うち 預け金

　支 払 利 息
うち 貯金
うち 譲渡性貯金
うち 借入金

  差 し 引 き
(注)：増減額は前年度対比です。

(4) 利　益　率

　総資産経常利益率
　資本経常利益率
　総資産当期純利益率
　資本当期純利益率
(注１）：総資産経常(当期)利益率＝経常(当期)利益÷総資産平均残高(債務保証見返を除く)×１００

(注２）：資本経常利益率＝経常(当期)利益÷資本勘定平均残高×１００ 　　　　　　

-11.579

0.160
１7年度

3.093
-0.598

0.000
△ 0.009
△ 0.672
△ 13.023

0.001

0.372

△ 96
△ 135

１7年度増減額

2.392
1.646

0.023
0.028

利回り
（％）

1.345
0.562

△ 16
△ 34

１６年度増減額

83,039
70,312
12,727

－

(単位：百万円、千円、％）

１６年度

(単位：百万円）

１7年度
平均残高
(百万円)

68,668
38,863
28,746
1,059

8 △ 3

10 42

△ 6
△ 6

△ 1
△ 1

0 0

１６年度
(単位：％）

△ 10 △ 95

増　減

3.101
0.074
1.443

0.159
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(5) 貯金に関する指標
（科目別貯金平均残高）

　流動性貯金 25,569 (36.7) 26,809 (39.3) 1,240
　定期性貯金 44,025 (63.2) 41,336 (60.6) △ 2,689
　その他の貯金 12 (0.1) 31 (0.1) 19

計 69,606 (100) 68,176 (100) △ 1,430
　譲渡性貯金 0 (0.0) 0 (0.0) 0

合　　計 69,606 (100.0) 68,176 (100.0) △ 1,430

(注１）：流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金

(注２）：定期性貯金＝定期貯金＋定期積金

(注３）：（　　）内は構成比です。

（定期貯金残高）

うち固定自由金利定期 41,753 (100.0) 40,726 (100.0) △ 1,027

うち変動自由金利定期 5 (0.0) 4 (0.0) △ 1

定期貯金計 41,758 (100.0) 40,730 (100.0) △ 1,028
(注１）：固定自由金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期貯金
(注２）：変動自由金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する

　　　　自由金利定期貯金
(注３）：（　　）内は構成比です。

(6) 貸出金等に関する指標
（科目別貸出金平均残高）

手 形 貸 付 951 (3.1) 910 (3.2) △ 41
証 書 貸 付 29,486 (94.6) 27,151 (94.4) △ 2,335
当 座 貸 越 741 (2.3) 685 (2.4) △ 56
割 引 手 形 0 (0.0) 0 (0.0) 0

合　　計 31,178 (100.0) 28,746 (100.0) △ 2,432

(貸出金の金利条件別内訳）

固定金利貸出 13,824 (44.3) 12,377 (44.7) △ 1,447
変動金利貸出 17,354 (55.7) 15,288 (55.3) △ 2,066

合　　計 31,178 (100.0) 27,665 (100.0) △ 3,513
(注）：（　　）内は構成比です。

１６年度 １7年度

（単位：百万円、％）

１６年度 １７年度

増　減

増　減

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

１６年度 １7年度

増　減

増　減

１６年度 １7年度
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(貸出金の担保別内訳）
１7年度

△ 214
0
0

△ 2,688
△ 114
△ 3,016

154
△ 649
△ 495

0
△ 3,511

(債務保証の担保別内訳）
１7年度

(貸出金の使途別内訳）
１7年度

22,550 (99.2) (99.2) 1,488
177 (0.8) (0.8) 18

22,727 (100.0) (100.0) 1,506
(注）：（　　）内は構成比です。

（業種別貸出金残高）
１7年度

390 (1.3) (0.7) △ 181
135 (0.4) (0.4) △ 17
13 (0.1) (0.1) 2

4,533 (14.6) (16.0) △ 101
4,315 (13.8) (14.5) △ 312
21,791 (69.8) (68.3) △ 2,903
31,177 (100.0) (100.0) △ 3,512

(注）：（　　）内は構成比です。

(貯貸率・貯証率）

△ 5.45
△ 5.15
0.41

△ 0.42

農業信用基金協会保証

計

貯　　金　　等
有　価　証　券
動　　　　　産
不　　動　　産
その他  担保物

合　　計
信　　　　　用

計
そ の 他 保 証

合　　計
信　　　　　用

計

貯　　金　　等
有　価　証　券
動　　　　　産
不　　動　　産
その他  担保物

　そ　の　他

　農林水産業
　製　造　業　
　建設・不動産業
卸売･小売業･ｻｰﾋﾞｽ業
　地方公共団体

設 備 資 金
運 転 資 金

24,233

計

合　　計

27,665
18,888

209
118
15

4,432
4,003

44.79
46.03
1.43
1.92

39.34
40.88
1.84
1.50

貯 貸 率

貯 証 率

期 末  残 高
期中平均残高
期 末  残 高
期中平均残高

（単位：％）

１６年度 １7年度 増　減

（単位：百万円、％）

１６年度 増　減

（単位：百万円、％）

１６年度 増　減
24,038
195

（単位：百万円）

１６年度 増　減

0 0
31,176 27,665

5,015 4,366
5,243 4,748

25,933 22,917
228 382

24,983 22,295
408 294

0 0
0 0

（単位：百万円）

１６年度 増　減
542 328
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（種類別有価証券平均残高）

29 10
354 451
956 597
0 0
0 0
0 0

1,339 1,058
(注）：貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載しております。

（商品有価証券種類別平均残高）
１7年度

（有価証券残存期間別残高）

１年以下
１年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下

10年超
期間の
定めない
もの

合　計

国 債 0
地 方 債 397 397
社 債 597 597
株 式 0
外 国 債 券 0
その他の証券 0
貸付有価証券 0

計 0 0 0 0 994 0 0 994
国 債 2 2
地 方 債 698 698
社 債 597 597
株 式 0
外 国 債 券 0
その他の証券 0
貸付有価証券 0

計 0 0 0 0 1,297 0 0 1,297

0
0

△ 281

△ 19
97
△ 359
0

（単位：百万円)

（単位：百万円）

１６年度 １7年度

増　減１６年度

平
成
十
六
年
度

平
成
十
七
年
度

（単位：百万円）

増　減
　国  　　債
　地  方  債
　社　　  債
　株 　　 式

(7)有価証券に関する指標

合　　計

商　品　国　債
商 品 地 方 債
商品政府保証債
貸付商品債権

　外国債券
　その他の証券
合　　計
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(8) 共済取扱実績等

（長期共済保有高） （単位：百万円）

新契約高 保有契約高 新契約高 保有契約高

6,233 97,014 2,470 91,374

0 35 0 35

4,682 73,024 2,777 65,788

こども共済 551 9,678 476 9,429

  医　療 137 137 8 124

332 746 13 590

　定期医療 7 17 6 23

27,325 196,044 32,830 195,659

38,572 366,863 38,098 353,446

205 1,846 173 1,849

（注１）：金額は保障金額（年金共済は年金年額）を表示しております。

（注２）：こども共済は養老生命共済の内書を表示しております。

（注３）：ＪＡ共済は、ＪＡ、全国共済連の２段階それぞれにて機能分担しており、共済契約が

　　　　　満期を迎えられたり、万一事故が起きた場合に当ＪＡが負う共済責任につきましては、

　　　　　全国共済連への再共済（再保険）に付しております（短期共済についても同様です）。

（短期共済新契約高） （単位：百万円）

火 災 共 済

傷 害 共 済

自 動 車 共 済

自 賠 責 共 済

  4,923 件

　3,950 件

18,430

5,077

  4,867 件

　3,967 件

１６年度 １7年度

18,986

4,938

１7年度

　建物更生共済

　年 金 共 済

合 計

１６年度

　終 身 共 済

　定期生命共済

　養老生命共済

　が ん 共 済
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